
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                

 

 

    総合労働相談件数総合労働相談件数総合労働相談件数総合労働相談件数            1,050,042 1,050,042 1,050,042 1,050,042 件件件件    

    民事上の個別労働紛争相談件数民事上の個別労働紛争相談件数民事上の個別労働紛争相談件数民事上の個別労働紛争相談件数            245,783245,783245,783245,783    件件件件    

    助言・指導申出件数助言・指導申出件数助言・指導申出件数助言・指導申出件数        10,02410,02410,02410,024    件件件件    

    あっせん申請受理件数あっせん申請受理件数あっせん申請受理件数あっせん申請受理件数            5555,,,,712 712 712 712 件件件件    

 

 

◆総合労働相談件数、助言・指導申出件数、あっせん申請件数のいずれも減少。◆総合労働相談件数、助言・指導申出件数、あっせん申請件数のいずれも減少。◆総合労働相談件数、助言・指導申出件数、あっせん申請件数のいずれも減少。◆総合労働相談件数、助言・指導申出件数、あっせん申請件数のいずれも減少。    

しかし、総合労働相談件数は６年連続でしかし、総合労働相談件数は６年連続でしかし、総合労働相談件数は６年連続でしかし、総合労働相談件数は６年連続で100100100100万件を超えるなど、高止まりといえる。万件を超えるなど、高止まりといえる。万件を超えるなど、高止まりといえる。万件を超えるなど、高止まりといえる。            

    ◆民事上の個別労働紛争の相談内容は「いじめ・嫌がらせ」が２年連続トップで増加傾向。◆民事上の個別労働紛争の相談内容は「いじめ・嫌がらせ」が２年連続トップで増加傾向。◆民事上の個別労働紛争の相談内容は「いじめ・嫌がらせ」が２年連続トップで増加傾向。◆民事上の個別労働紛争の相談内容は「いじめ・嫌がらせ」が２年連続トップで増加傾向。        

「いじめ・嫌がらせ」に関する相談件数は「いじめ・嫌がらせ」に関する相談件数は「いじめ・嫌がらせ」に関する相談件数は「いじめ・嫌がらせ」に関する相談件数は59,19759,19759,19759,197件（前年件（前年件（前年件（前年51,67051,67051,67051,670件）、助言・指導の申出では件）、助言・指導の申出では件）、助言・指導の申出では件）、助言・指導の申出では2,0462,0462,0462,046件（前年件（前年件（前年件（前年1,7351,7351,7351,735

件）、あっせんの申請では件）、あっせんの申請では件）、あっせんの申請では件）、あっせんの申請では1,4741,4741,4741,474件（前年件（前年件（前年件（前年1,2971,2971,2971,297件）といずれも増加。件）といずれも増加。件）といずれも増加。件）といずれも増加。        

◆助言・指導は１か月以内に◆助言・指導は１か月以内に◆助言・指導は１か月以内に◆助言・指導は１か月以内に96.496.496.496.4％、あっせんは２か月以内に％、あっせんは２か月以内に％、あっせんは２か月以内に％、あっせんは２か月以内に92.092.092.092.0％を処理。いずれも迅速に処理されている。％を処理。いずれも迅速に処理されている。％を処理。いずれも迅速に処理されている。％を処理。いずれも迅速に処理されている。    

 

 

 職場の上司によるいじめ・嫌がらせ（暴言等） の例 （厚生労働省発表の事案） 

事案の概要事案の概要事案の概要事案の概要    

申請人は、契約社員として勤務していたが、支店長から｢ミスを３回したらクビだ。｣と言われ、

ミスしてはいけないと精神的に追い込まれて体調を崩し退職。退職後に、精神的・経済的損

害に対する補償金を請求するも支払われなかったため、補償金として 100 万円の支払いを求

めたいとしてあっせん申請をした。 

あっせんのあっせんのあっせんのあっせんの    

ポイント・結果ポイント・結果ポイント・結果ポイント・結果    

被申請人は、ミスがないようにという旨の指示をしたことはあったが、ミスを３回したら解雇に

するという意図はなかったと主張。いじめ・嫌がらせの事実は認められなかったが、あっせん

委員が金銭による解決の考えを示し、調整した結果、解決金として 60 万円を支払うことで合

意が成立し、解決した。 
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個別労働紛争相談で、「いじめ・嫌がらせ」が２年連続トップに！ 

厚生労働省から、平成厚生労働省から、平成厚生労働省から、平成厚生労働省から、平成 25252525 年度の個別労働紛争解決制度の施行状況が公表されました。年度の個別労働紛争解決制度の施行状況が公表されました。年度の個別労働紛争解決制度の施行状況が公表されました。年度の個別労働紛争解決制度の施行状況が公表されました。    

「いじめ・嫌がらせ」での相談が、昨年に続いて２年連続トップになりました。御社の“パワ「いじめ・嫌がらせ」での相談が、昨年に続いて２年連続トップになりました。御社の“パワ「いじめ・嫌がらせ」での相談が、昨年に続いて２年連続トップになりました。御社の“パワ「いじめ・嫌がらせ」での相談が、昨年に続いて２年連続トップになりました。御社の“パワ

ハラ”対策は大丈夫ですか？ハラ”対策は大丈夫ですか？ハラ”対策は大丈夫ですか？ハラ”対策は大丈夫ですか？    

企業は、労働契約や就業規則によって、職場における働き方のルールや服務規律等を明確に規定しておく必要が企業は、労働契約や就業規則によって、職場における働き方のルールや服務規律等を明確に規定しておく必要が企業は、労働契約や就業規則によって、職場における働き方のルールや服務規律等を明確に規定しておく必要が企業は、労働契約や就業規則によって、職場における働き方のルールや服務規律等を明確に規定しておく必要が

あります。またあります。またあります。またあります。また、上の事例をみると、パワハラやセクハラの防止のための管理監督者、上の事例をみると、パワハラやセクハラの防止のための管理監督者、上の事例をみると、パワハラやセクハラの防止のための管理監督者、上の事例をみると、パワハラやセクハラの防止のための管理監督者向けの研修等も必要かもしれ向けの研修等も必要かもしれ向けの研修等も必要かもしれ向けの研修等も必要かもしれ

ません。不安があれば、お気軽にご相談ください。ません。不安があれば、お気軽にご相談ください。ません。不安があれば、お気軽にご相談ください。ません。不安があれば、お気軽にご相談ください。    

平成 25 年度の相談、助⾔・指導、あっせん件数 

平成 25 年度の状況のポイント 

あっせんとは例えばどんなもの？ 

最新情報 



 

 

 

 

 

 

◆◆ 国⺠年⾦法等の⼀部を改正する法律の概要◆◆  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

☆１.②の延滞金の割合の軽減については、国民年金の保険料のほか、厚生年金保険・健康保険の保険料及び労働保

険の保険料の滞納時の延滞金に関する改正です。簡単にいえば、今までの「年 14.6%（一定の期間については年

7.3%）」という延滞金の割合を軽減する基準（現行の税法における基準と同様）を設けたものです。 

年金に関する疑問・ご相談はお気軽につちはし事務所までご連絡ください。 

    

ああああととととがきがきがきがき◆◆◆◆つちはしつちはしつちはしつちはし事務所事務所事務所事務所よりよりよりより    

☆個別労働紛争の相談、以前のダントツトップは「解雇」などの案件でしたが、景気の回復により解雇の案件は減り、

代わりに「いじめ・嫌がらせ」が増えた格好です。職場の「いじめ、嫌がらせ」の典型例は、上司の立場を利用して相

手を攻撃するパワーハラスメントや、性的ないやがらせをするセクシャルハラスメント、いわゆるパワハラ、セクハ

ラ。これらが横行する職場環境を放置することは、会社の責任を問われますから、会社は「パワハラやセクハラをし

てはいけない」というメッセージを出すことが重要です。具体的には、就業規則にもパワハラやセクハラをしたと

きの懲戒規定を作る、被害者の相談窓口を作るなどの対応が必要となります。 

☆また、最近注目されているのが「モラルハラスメント」という言葉。これはパワハラのように大声で怒鳴るなど分

かりやすい攻撃ではなく、言葉や態度、文書などで、継続的に人の尊厳を傷つける精神的ないじめ、嫌がらせのこ

と。「あいさつをしない」「無視をする」「見下す態度をとる」「否定する」など、陰湿な行為が継続的に繰り返される

ことで、想像以上に精神的ダメージが大きいと言われています。男女や上司部下関係なく、誰もが加害者にも被害

者にもなるのも特徴的です。モラハラのない職場は、メンバー全員で作るという意識作りが重要といえます。 

☆セクハラ、パワハラ、モラハラの対応にお悩みの事業所は、つちはし事務所にご相談ください。 

国民年金法等の一部を改正する法律国民年金法等の一部を改正する法律国民年金法等の一部を改正する法律国民年金法等の一部を改正する法律が成立し、本年が成立し、本年が成立し、本年が成立し、本年 6666 月月月月 11111111 日に官報に公布されました。この法律は、政府日に官報に公布されました。この法律は、政府日に官報に公布されました。この法律は、政府日に官報に公布されました。この法律は、政府

管掌年金事業等の運営の改善を図るため、国民年金保険料の納付率の向上に向けた納付猶予制度の対象者管掌年金事業等の運営の改善を図るため、国民年金保険料の納付率の向上に向けた納付猶予制度の対象者管掌年金事業等の運営の改善を図るため、国民年金保険料の納付率の向上に向けた納付猶予制度の対象者管掌年金事業等の運営の改善を図るため、国民年金保険料の納付率の向上に向けた納付猶予制度の対象者

の拡大、事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設、年金記録の訂正手続の創設等の所要の拡大、事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設、年金記録の訂正手続の創設等の所要の拡大、事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設、年金記録の訂正手続の創設等の所要の拡大、事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設、年金記録の訂正手続の創設等の所要

の措置を講ずるもので、平成の措置を講ずるもので、平成の措置を講ずるもので、平成の措置を講ずるもので、平成 26262626 年年年年 10101010 月１日から段階的に施行されます。概要を紹介しておきます。月１日から段階的に施行されます。概要を紹介しておきます。月１日から段階的に施行されます。概要を紹介しておきます。月１日から段階的に施行されます。概要を紹介しておきます。    

国⺠年⾦法等の⼀部を改正する法律が成⽴しました 最新情報 

１．年金保険料の納付率の向上方策など１．年金保険料の納付率の向上方策など１．年金保険料の納付率の向上方策など１．年金保険料の納付率の向上方策など    

① 国民年金の保険料について、次のような改正を行う。 

・納付猶予制度の対象者を、30 歳未満の者から 50 歳未満の者に拡大する。 

・学生納付特例事務法人について、学生から納付猶予の申請の委託を受けた時点から、当該納付猶予を認める。 

・現行の後納制度に代わって、過去５年間の保険料を納付することができる制度を創設する。 

・保険料の全額免除について、指定民間事業者が被保険者からの申請を受託できる制度を設ける。 

② 社会保険及び労働保険の保険料について、滞納した保険料等に係る延滞金の割合を軽減する。 

２．事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設２．事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設２．事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設２．事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設    

    事務処理誤り等の事由により、国民年金の保険料の納付の機会を逸失した場合等について、特例保険料の納付等

を可能とする制度を創設する。 

３．年金記録の訂正手続の創設３．年金記録の訂正手続の創設３．年金記録の訂正手続の創設３．年金記録の訂正手続の創設    

年金個人情報（国民年金及び厚生年金保険の原簿記録）について、被保険者等による訂正請求を可能とし、民間

有識者の審議に基づき厚生労働大臣が訂正する手続を整備する。 

４．年金個人情報の目的外利用・提供の範囲の明確化４．年金個人情報の目的外利用・提供の範囲の明確化４．年金個人情報の目的外利用・提供の範囲の明確化４．年金個人情報の目的外利用・提供の範囲の明確化    

年金個人情報の目的外提供ができる場合として、市町村が行う高齢者虐待の 

事実確認に関する事務等を追加する。 

施行期日施行期日施行期日施行期日    平成平成平成平成 26262626 年年年年 10101010 月１日月１日月１日月１日    

ただし、１.②については平成 27 年１月１日など、順次施行される。 

    

発行：つちはし社会保険労務士事務所 TEL 088-611-5558 FAX 088-611-5580 


